
国
労
東
海
本
部
は
８
月
５
日
、
東

京
・
大
崎
で
第
31
回
定
期
大
会
を
開

催
し
ま
し
た
。

大
会
で
は
、
木
村
副
委
員
長
の
司

会
挨
拶
を
受
け
た
後
、
議
長
に
名
古

屋
地
本
の
浜
島
代
議
員
を
選
出
し
て

大
会
議
事
に
入
り
ま
し
た
。
長
岡
委

員
長
の
挨
拶
（
左
囲
み
参
照
）
の
後
、

交
運
共
済
東
海
事
業
本
部
の
八
木
事

業
推
進
部
長
、
Ｊ
Ａ
Ｌ
不
当
解
雇
撤

回
闘
争
団
の
石
戸
さ
ん
と
福
永
さ
ん

の
そ
れ
ぞ
れ
か
ら
来
賓
挨
拶
を
受
け

ま
し
た
。
ま
た
、
国
労
本
部
唐
沢
書

記
長
よ
り
、
国
内
の
政
治
状
況
と
Ｊ

Ｒ
の
安
全
・
三
島
問
題
等
の
提
起
と

と
も
に
組
織
拡
大
の
重
要
性
を
訴
え

る
挨
拶
が
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
後
、
協
約
・
協
定
の
締
結
、

２
０
１
５
年
度
決
算
報
告
等
の
承
認

後
に
、
上
野
書
記
長
の
経
過
報
告
及

び
２
０
１
６
年
度
運
動
方
針
の
提
起

で
午
前
の
議
事
を
終
了
。
午
後
の
議

事
再
開
冒
頭
に
機
関
紙
コ
ン
ク
ー
ル

の
結
果
報
告
・
表
彰
を
行
い
ま
し
た
。

討
論
で
は
15
人
の
代
議
員
か
ら
発
言

が
あ
り
、
上
野
書
記
長
に
よ
る
答
弁
・

集
約
を
受
け
て
全
体
で
運
動
方
針
が

承
認
さ
れ
ま
し
た
。
２
０
１
６
年
度

予
算
等
の
承
認
、
ス
ト
権
確
立
後
に

特
別
決
議
・
大
会
宣
言
を
採
択
し
、

長
岡
委
員
長
に
よ
る
「
団
結
ガ
ン
バ

ロ
ー
」
唱
和
で
閉
会
し
ま
し
た
。
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１、昨年の定期大会から今日まで、日本の

将来を左右しかねない大変重要な出来事が

相次いだ。一昨年の「集団的自衛権」の行

使容認の閣議決定から始まり「戦争法」の

強行採決。また先月の参議院選挙では自公

を中心した改憲勢力が三分の二を獲得した。

一方、野党統一候補が11選挙区で勝利し、

特に福島と沖縄では自民党の現職閣僚が落

選し野党統一候補が勝利した。沖縄では米

軍基地問題、福島では原発の再稼働を推し

進める安倍政権に対し、県民の怒りが我慢

の限界を超えた結果だ。

２、安倍政権は「アベノミクス」の成長戦

略で雇用の確保が大幅に増加したとしてい

るが、その中身は約4割が不安定な非正規

雇用者だ。また「残業代ゼロ法」「解雇の

金銭解決」など、労働法制の改悪が推し進

められ「貧困と格差」が一段と拡大する可

能性がある。労働組合はもちろん、非正規

労働者とも連帯し、労働法制改悪反対の闘

いに全力を挙げる必要がある。

我々は、安倍政権の暴走をストップさせ

るため、喫緊の政治課題である憲法改悪反

対の運動、戦争法廃止、労働法制改悪阻止、

原発再稼働阻止、沖縄普天間基地の辺野古

移設反対の闘いを全組合員が全力を挙げて

取り組む必要がある。

３、1987年の国鉄分割民営化から30年目を

迎えた。鉄道・バスを利用する人はもちろ

ん、現場で働く労働者も安全で安心でなけ

ればならない。我々は一年を通じて「仕事

総点検」「安全総点検」運動を展開して

「安全第一の企業文化」構築にむけ精力的

に取り組んでいる。今後も、労働組合の枠

を超え安全・安定輸送の確立を目指す闘い

を展開して行くことが国労らしい姿だと考

える。

貨物会社においては、17年連続ベアゼロ、

夏季手当・年末手当については超低額回答

で社員・家族の労苦を顧みない不誠実な対

応を変えようとしていない。これは、貨物

組合員だけの問題ではなく、東海会社の組

合員・バス会社の組合員、そして全国の組

合員が、総団結し問題解決に向け奮闘する

ことが重要だ。

東京地裁で５月、定年退職後の再雇用で

有期雇用契約を締結した場合の賃金格差は、

改正労働契約法20条を根拠にして違法との

判決が出された。労働協約の改正を含め重

要な課題だ。各社、地方で意見を集約し分

析・検討を進め、制度改善に向け取り組み

と交渉を強化する。

４、国労は、第81回定期全国大会で組織拡

大を喫緊の課題として、全国的に統一行動

に決起することを確認して約4年間にわた

り組織拡大運動に全力を挙げてきた。東海

本部では毎年拡大はあるものの、目標には

及ばない。各地方・支部・分会・職場での

皆さんが奮闘しているものの、退職者が年々

増加している現状を考慮すると組織拡大は

喫緊の課題として再認識が必要だ。

国労運動の維持・発展のためにも、各機

関は意思統一し組織拡大に向け大きく一歩

前へ踏み出すことが非常に大切だ。全組合

員が組織拡大に全力を挙げることお願いし

たい。
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